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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第156期
第１四半期
連結累計期間

第157期
第１四半期
連結累計期間

第156期

会計期間
自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日

自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日

自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日

売上高 （百万円） 8,055 8,396 34,114

経常利益 （百万円） 84 97 476

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 148 25 48

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 82 170 1,277

純資産額 （百万円） 13,115 14,015 14,278

総資産額 （百万円） 39,577 40,331 40,508

１株当たり四半期（当期）

純利益金額
（円） 2.91 0.50 0.96

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 30.2 31.5 31.8

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 573 349 1,662

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △213 △201 △1,255

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 290 △435 △252

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 3,595 3,202 3,411

　（注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

４ 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

なお、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

 

（プラスチック材料加工事業）

当第１四半期連結会計期間より、日彩控股有限公司及び日彩影像科技(九江)有限公司は重要性が増したため、連結

の範囲に含めております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社、連結子会社及び持分

法適用関連会社）が判断したものであります。

　なお、当第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13

日）等を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

 

（１）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用環境の改善や円安による輸出の増加などにより、緩や

かな回復基調をたどりました。海外では、米国景気の回復が継続する一方、中国経済の成長鈍化やギリシャ債務

問題などにより、全体として減速基調で推移しました。

　このような状況の下、当社グループでは、洋紙関連など既存製品の市場縮小や、電気・電子材料分野において

ディスプレイ関連など最終製品動向の変化による減収があったものの、トナー関連事業における海外需要の底堅

さと円安の恩恵、さらには連結対象子会社の増加により、当第１四半期連結累計期間における売上高は、前年同

期と比べ341百万円増収の8,396百万円（4.2％増）となりました。

　利益面では、増収効果に加え、前期第４四半期会計期間における一過性の収益悪化要因が解消されたものの、

収益性が高い製品の販売減少など品種構成の悪化に、円安を背景とした調達コストの増加要因が加わり、営業利

益は24百万円増益の104百万円（30.0％増）となりました。

　また、経常利益は12百万円増益の97百万円（14.8％増）となり、親会社株主に帰属する四半期純利益は、グ

ループ企業再編に伴う持分変動利益（190百万円）を計上した前年同期と比べ122百万円減益の25百万円（82.8％

減）となりました。

 

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

①　プラスチック材料加工事業

　プラスチック材料加工事業では、電気・電子材料分野においてディスプレイ関連など最終製品動向の変化に

よる減収があったものの、トナー関連事業においては、海外需要の底堅さと円安の恩恵があり、さらには連結

対象子会社が増加しました。また、利益面では、収益性が高い製品の販売減少など品種構成が悪化したもの

の、増収効果に加え前期第４四半期連結会計期間における一過性の収益悪化要因は解消されました。

　この結果、売上高は5,394百万円（対前年同期比8.7％増）となり、セグメント（営業）利益は161百万円

（対前年同期比98.6％増）となりました。

②　製紙・塗工紙関連事業

　製紙・塗工紙関連事業では、洋紙関連など既存製品の市場縮小があり、加えて円安を背景とする調達コスト

の増加要因がありました。

　この結果、売上高は2,983百万円（対前年同期比2.9％減）、セグメント（営業）損失は65百万円となり、対

前年同期比で52百万円の減益となりました。

③　その他の事業

　売上高は19百万円（対前年同期比0.2％減）となり、セグメント（営業）利益は2百万円（対前年同期比

64.7％減）となりました。
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（２）キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ209百万円減少し、

3,202百万円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　当第１四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益97百

万円に、たな卸資産が289百万円増加したものの、減価償却費394百万円の計上に加え売上債権が322百万円減

少したことなどから、349百万円の増加となり、前年同期と比べ224百万円の減少となりました。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　当第１四半期連結累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出

が145百万円あったことなどから、201百万円の減少となり、前年同期と比べ12百万円の増加となりました。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　当第１四半期連結累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の純増加額が264百

万円あったものの、長期借入金の返済による支出が519百万円あったことに加え、配当金の支払額が240百万円

あったことなどから435百万円の減少となり、前年同期と比べ726百万円の減少となりました。

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変

更はありません。

（４）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、269百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありませ

ん。

（５）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現

状と見通しについて重要な変更はありません。

（６）資本の財源及び資金の流動性についての分析

当第１四半期連結会計期間末における資産合計は、40,331百万円で、前連結会計年度末に比べ177百万円の

減少となりました。流動資産は20,643百万円で、前連結会計年度末に比べ232百万円の減少となり、その主な

要因は製品が増加したものの、受取手形及び売掛金が減少したことによるものです。固定資産は19,688百万円

で、前連結会計年度末に比べ55百万円の増加となり、その主な要因は償却による有形固定資産の減少があった

ものの、日彩控股有限公司及び日彩影像科技(九江)有限公司を連結の範囲に含めたことによるものです。

負債合計は、26,316百万円で、前連結会計年度末に比べ85百万円の増加となりました。流動負債は17,315百

万円で、前連結会計年度末に比べ595百万円の増加となり、その主な要因は短期借入金が増加したことによる

ものです。固定負債は9,000百万円で、前連結会計年度末に比べ509百万円の減少となり、その主な要因は返済

による長期借入金の減少によるものです。なお、当第１四半期連結会計期間末における有利子負債残高は、

14,256百万円と、前連結会計年度末に比べ45百万円の増加となりました。

また、純資産は、14,015百万円で、前連結会計年度末に比べ263百万円の減少となりました。

（７）経営者の問題認識と今後の方針について

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループの経営者の問題認識と今後の方針について重要な変更は

ありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

 

②【発行済株式】

種類
 第１四半期会計期間末現在

   発行数(株)
（平成27年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年８月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
 取引業協会名

内容

普通株式 51,947,031 51,947,031
　　東京証券取引所

　　市場第一部

単元株式数

1,000株

計 51,947,031 51,947,031 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金増
減額(百万円)

資本準備金残
高(百万円)

平成27年４月１日～

平成27年６月30日
－ 51,947,031 － 2,894 － 3,569

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年６月30日現在
 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    457,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 51,382,000 51,382 －

単元未満株式 普通株式    108,031 －
１単元(1,000株)未満

の株式

発行済株式総数 51,947,031 － －

総株主の議決権 － 51,382 －

　（注）１　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式300株が含まれております。

　　　　２　当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

②【自己株式等】

平成27年６月30日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
 株式数(株)

他人名義所有
 株式数(株)

所有株式数の
 合計(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

㈱巴川製紙所
東京都中央区京橋

１－７－１
457,000 － 457,000 0.87

計 － 457,000 － 457,000 0.87

　（注）　　株主名簿上当社名義になっている株式は全て実質的に所有しております。

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,465 3,256

受取手形及び売掛金 7,379 6,796

製品 6,474 6,856

仕掛品 80 78

原材料及び貯蔵品 1,912 2,083

その他 1,574 1,583

貸倒引当金 △11 △11

流動資産合計 20,875 20,643

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 5,829 5,740

機械装置及び運搬具（純額） 4,128 4,333

その他（純額） 4,356 4,449

有形固定資産合計 14,314 14,524

無形固定資産 239 294

投資その他の資産   

その他 ※２ 5,079 ※２ 4,868

貸倒引当金 △0 －

投資その他の資産合計 5,079 4,868

固定資産合計 19,632 19,688

資産合計 40,508 40,331

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 5,525 5,579

短期借入金 ※２,※３,※４ 6,520 ※２,※３,※４ 6,988

1年内返済予定の長期借入金 1,666 1,717

未払法人税等 117 66

賞与引当金 402 128

その他 2,488 2,835

流動負債合計 16,720 17,315

固定負債   

長期借入金 6,023 5,550

退職給付に係る負債 2,697 2,697

役員退職慰労引当金 200 176

その他 588 575

固定負債合計 9,509 9,000

負債合計 26,230 26,316
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,894 2,894

資本剰余金 3,582 3,582

利益剰余金 6,249 5,837

自己株式 △323 △323

株主資本合計 12,403 11,991

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 422 528

繰延ヘッジ損益 △6 △5

為替換算調整勘定 318 410

退職給付に係る調整累計額 △241 △230

その他の包括利益累計額合計 493 702

非支配株主持分 1,381 1,321

純資産合計 14,278 14,015

負債純資産合計 40,508 40,331
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（２）【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

売上高 8,055 8,396

売上原価 6,725 7,021

売上総利益 1,329 1,375

販売費及び一般管理費 1,249 1,271

営業利益 80 104

営業外収益   

受取利息 0 0

受取配当金 18 21

受取保険金 12 32

持分法による投資利益 39 －

その他 31 25

営業外収益合計 102 79

営業外費用   

支払利息 44 49

為替差損 39 －

持分法による投資損失 － 18

その他 13 19

営業外費用合計 97 86

経常利益 84 97

特別利益   

持分変動利益 190 －

固定資産売却益 0 0

特別利益合計 190 0

特別損失   

固定資産除却損 0 0

特別損失合計 0 0

税金等調整前四半期純利益 274 97

法人税、住民税及び事業税 22 10

法人税等調整額 85 58

法人税等合計 108 69

四半期純利益 165 28

（内訳）   

親会社株主に帰属する四半期純利益 148 25

非支配株主に帰属する四半期純利益 17 2

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 37 96

繰延ヘッジ損益 － 0

為替換算調整勘定 △137 27

退職給付に係る調整額 11 10

持分法適用会社に対する持分相当額 5 6

その他の包括利益合計 △83 142

四半期包括利益 82 170

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 66 166

非支配株主に係る四半期包括利益 16 4
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 274 97

減価償却費 368 394

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 17 △24

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 31 16

受取利息及び受取配当金 △19 △21

支払利息 44 49

持分変動損益（△は益） △190 －

売上債権の増減額（△は増加） 51 322

たな卸資産の増減額（△は増加） △13 △289

仕入債務の増減額（△は減少） 36 71

その他 64 △193

小計 666 423

利息及び配当金の受取額 20 23

利息の支払額 △38 △45

法人税等の支払額 △88 △92

法人税等の還付額 2 34

その他 11 6

営業活動によるキャッシュ・フロー 573 349

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △211 △145

その他 △2 △55

投資活動によるキャッシュ・フロー △213 △201

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,085 264

長期借入れによる収入 100 100

長期借入金の返済による支出 △883 △519

非支配株主からの払込みによる収入 263 －

配当金の支払額 △239 △240

非支配株主への配当金の支払額 △4 △4

その他 △30 △34

財務活動によるキャッシュ・フロー 290 △435

現金及び現金同等物に係る換算差額 △117 △4

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 533 △291

現金及び現金同等物の期首残高 3,062 3,411

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 82

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 3,595 ※ 3,202
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更に関する注記）

　連結の範囲の重要な変更

　当第１四半期連結会計期間より、日彩控股有限公司及び日彩影像科技(九江)有限公司は重要性が増したため、

連結の範囲に含めております。

 

 

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当

社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用と

して計上する方法に変更しております。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合につい

ては、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四

半期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持

分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結

累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事

業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時点

から将来にわたって適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

１　保証債務

連結子会社以外の会社の金融機関等からの借入に対し、債務保証を行っております。

前連結会計年度
（平成27年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成27年６月30日）

㈱ＴＦＣ 516百万円 ㈱ＴＦＣ 516百万円
    

 

 

 

※２　有価証券の消費貸借契約

前連結会計年度
（平成27年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成27年６月30日）

　投資その他の資産の「その他」には消費貸借契約により

貸し付けている有価証券901百万円が含まれております。

なお、当該取引による借入金は流動負債の「短期借入金」

に含まれており、その金額は500百万円であります。

　投資その他の資産の「その他」には消費貸借契約により

貸し付けている有価証券1,007百万円が含まれておりま

す。なお、当該取引による借入金は流動負債の「短期借入

金」に含まれており、その金額は500百万円であります。
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※３　コミットメントライン契約

当社においては運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行５行と貸出コミットメント契約を締結しておりま

す。この契約に基づく借入未実行残高等は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成27年６月30日）

当座貸越極度額及び貸出

コミットメントの総額
5,000百万円 5,000百万円

借入実行残高 4,000 4,300

差引額 1,000 700

 

 

※４　財務制限条項

「※３」の契約には下記の財務制限条項等が付されており、特定の条項に抵触した場合、その条項に該当する借入先に

対し借入金を一括返済することになっております。

前連結会計年度
（平成27年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成27年６月30日）

①平成27年３月期末日以降の各事業年度の末日における

連結貸借対照表に示される純資産の部の金額を、平成

26年３月期末日における連結貸借対照表に記載される

純資産の部の合計金額の75％に相当する金額、又は直

前の事業年度末日における連結貸借対照表に記載され

る純資産の部の合計額の75％に相当する金額のうち、

いずれか高いほうの金額以上に維持すること。

②平成27年３月期第２四半期以降の各第２四半期会計期

間の末日における連結貸借対照表に示される純資産の

部の金額を、平成26年３月期第２四半期会計期間の末

日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の

合計金額の75％に相当する金額、又は直前の事業年度

第２四半期会計期間の末日における連結貸借対照表に

記載される純資産の部の合計金額の75％に相当する金

額のうち、いずれか高いほうの金額以上に維持するこ

と。

同左
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

現金及び預金勘定 3,650百万円 3,256百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △54 △54

現金及び現金同等物 3,595 3,202

 

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

　配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月22日

取締役会
普通株式 308 6  平成26年３月31日  平成26年６月９日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

　配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月22日

取締役会
普通株式 257 5  平成27年３月31日  平成27年６月９日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日 至　平成26年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
財務諸表
計上額
（注）３

 
プラスチッ
ク材料加工
事業

製紙・塗工
紙関連事業

計

売上高        

外部顧客への

売上高
4,964 3,070 8,035 19 8,055 － 8,055

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

0 21 21 210 232 △232 －

計 4,964 3,092 8,057 230 8,287 △232 8,055

セグメント利益

又は損失（△）
81 △12 69 6 75 4 80

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物流サービス等を含んでお

ります。

２．セグメント利益の調整額4百万円は、セグメント間取引消去額であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日 至　平成27年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
財務諸表
計上額
（注）３

 
プラスチッ
ク材料加工
事業

製紙・塗工
紙関連事業

計

売上高        

外部顧客への

売上高
5,394 2,983 8,377 19 8,396 － 8,396

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

0 17 17 200 217 △217 －

計 5,394 3,000 8,394 219 8,614 △217 8,396

セグメント利益

又は損失（△）
161 △65 96 2 98 5 104

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物流サービス等を含んでお

ります。

２．セグメント利益の調整額5百万円は、セグメント間取引消去額であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

　　１株当たり四半期純利益金額 2.91円 0.50円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
148 25

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（百万円）
148 25

普通株式の期中平均株式数（株） 50,991,279 51,005,080

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかっ

た潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変

動があったものの概要

 

－

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、

記載しておりません。

 

 

 

 

２【その他】

　平成27年５月22日開催の取締役会において、平成27年３月31日現在の株主名簿に記載された株主に対し、剰余

金の配当を行うことを次のとおり決議いたしました。

（１）配当金の総額　　　　　257百万円

（２）１株当たり配当額　　　５円

（３）効力発生日　　　　　　平成27年６月９日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 
   平成27年８月12日
     

株式会社巴川製紙所     

取締役会　御中     

   
     
 新日本有限責任監査法人
     

     

     

 
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 滝 口 隆 弘 印

     

 
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 須 山 誠 一 郎 印

     
 
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社巴
川製紙所の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年４月１
日から平成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る
四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書、四半期連結キャッ
シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連
結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対
する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準
に準拠して四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される
質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥
当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と
認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社巴川製紙所及び連結子会社の平成27年６月30日現在
の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に
表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上
 
　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しております。
２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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